新
[bookmark: _GoBack]第１号様式　第１面（第８条第１項関係）

横浜市木造住宅耐震改修促進事業
　　　年度　補助金交付申請書

　　　　年　　月　　日
（申請先）
横浜市長
申請者　　〒　
　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　電話　　　　　（　　　）　　　　　　

横浜市木造住宅耐震改修促進事業に関する補助金交付要綱第８条第１項の規定により、補助金の交付を受けて、次の建築物の耐震改修工事を実施したいため、必要書類を添えて、当該耐震改修工事に係る補助金の交付申請を行います。
なお、申請にあたっては、横浜市木造住宅耐震改修促進事業に関する補助金交付要綱が適用されることに同意します。
Ｎｏ．　　　　	
添付書類
	
(1)　建築物の所在地及び所有者が確認できる書類
(2)　建築物の建築年次が確認できる書類
(3)　補助対象者であることが確認できる書類
(4)　市税の滞納状況を調査することについての同意書
(5)　建築物の概要が確認できる書類
(6)　実施する工事内容が確認できる書類
(7)　見積書
(8)　その他市長が必要と認める書類



耐震改修工事計画を策定する際に用いる耐震診断法（該当に○）
	
	【精密診断型】

	
	一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める
「精密診断法」

	
	【一般診断型】

	
	一般財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める
「一般診断法」

	
	【壁量充足型】

	
	建築物の構造耐力上主要な部分が昭和56年６月１日以降におけるある時点の建築基準法並びにこれに基づく命令及び条例の規定（地震に関する構造耐力に係る部分に限る）に適合するものであることを確認する方法



同意事項（下記に○）
	
	横浜市省エネ住宅住替え補助を利用する場合、耐震性能の有無を確認するため、本申請状況及び申請に係る書類等の内容を、横浜市建築局住宅部住宅政策課と共有することに同意します。



※本補助事業は、社会資本整備総合交付金交付要綱に規定する住宅・建築物安全ストック形成事業の国費を充当しています。国又は地方公共団体等から他の補助金又は助成金等の交付を受ける場合は、本補助事業との併用の可否を含め、補助要件を各所管部署にご確認ください。
（Ａ４）
第１号様式　第２面（第８条第１項関係）（全体設計の承認を受けた場合は、第２面の添付を省略できます。）

１　補助区分、建築物、設計事業者、設計者及び（予定）施工事業者
	補助区分
	　□一般世帯区分　　□非課税世帯区分

	建　築　物
	所在地
	（住居表示）　　区
（地番表示）　　区

	
	構造及び規模
	木造　　階建て

	
	所有者氏名
	

	設計事業者
	登録事業者
	　□登録事業者（登録№　　　　　）　□一時登録事業者

	
	名称（個人事業者は個人氏名も記入）
	

	
	役職・代表者氏名（法人のみ）
	

	
	本店（主たる事務所）の所在地
	

	
	建築士事務所登録番号
	（　　）建築士事務所（　　　　　）知事登録第　　　　号

	
	建築士事務所名
	

	
	建築士事務所所在地
	

	
	電話番号・ＦＡＸ番号
	電話：　　（　　　）　　　　FAX：　　　（　　　）　　　　

	
	その他の連絡先
（名称・所在地・電話番号・ＦＡＸ番号）
	

	設計者
	設計事業者及び建築士事務所に
所属する者のうち、
代表となる設計者（工事監理者）
	資格
	（　　　）建築士（　　　　）登録第　　　　　号

	
	
	氏名
	

	
	
	耐震改修促進法施行規則第５条
第１号又は第２号への該当
	□該当　　□非該当

	
	設計事業者に所属する者のうち、
その他の担当者氏名
	

	施工事業者
	登録事業者
	　□登録事業者（登録№　　　　　）　□一時登録事業者

	
	名称（個人事業者は個人氏名も記入）
	

	
	役職・代表者氏名（法人のみ）
	

	
	本店（主たる事務所）の所在地
	

	
	電話番号・ＦＡＸ番号
	電話：　　（　　　）　　　　FAX：　　　（　　　）　　　

	
	その他の連絡先
（名称・所在地・電話番号・ＦＡＸ番号）
	



（Ａ４）

第１号様式　第３面（第８条第１項関係）

２　耐震診断による点数及び市診断実施歴
	耐震診断による点数
	現況（改修前）
	

	
	計画（改修後）
	

	市耐震診断実施
	□有　　□無



３　耐震改修工事に係る事業の実施期間
	事業の着手（予定）年月日
	　　　　年　　月　　日

	事業の完了予定年月日
	　　　　年　　月　　日



４　耐震改修工事に要する費用及び補助金（税抜）
	工事費予定額　①
	
	円

	上記のうち耐震改修工事に要する費用　②
	
	円

	補助限度単価の積算額　③
	
	円

	補助区分ごとの補助金限度額　④
（※一般世帯区分：1,000,000円、非課税世帯区分：1,400,000円）
	
	円

	補助金申請額
（※②から④のうち最も低い金額で、千円未満を切り捨てた金額）
	
	円























（Ａ４）
